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概 要  
医療は人間の基本的なニーズであり、だれもがいつでも平等に受けられるものでなければいけない。
このような考え方は多くの人々に支持されるものの、現実では国の政策や医療に対する国民の捉え方の
違いにより、地域の生活や健康を担う機関である病院が必ずしも最善の医療を提供できているとは限ら
ない。しかし、その病院で働く医療従事者はどのような状況であれ、地域に求められる病院として質の
高い医療を持続しなければならない。  
そのような環境の中で、今日の医療技術の進歩や患者の医療に対する意識の変化から、病院経営も大
きく変わろうとしている。医療は一般の営利組織とは異なり、収益の最大化だけでなく適切な医療を提
供し、医療の質を高めていくといった社会的なミッションもある。特に病院組織は専門職の集団である
ため高いプロフェッショナリズムや社会貢献といった志の高い人材が集まるのも特徴である。しかし、
それゆえに医療従事者は一般的に組織への帰属意識が低く、病院経営として重要な一貫性を持ったビジ
ョンを共有することが困難な場合がある。また、医療現場の特徴として、ひとつの治療をとっても患者
それぞれの個別性が高いため同じ医療行為でも患者の背景により効果が異なり、時に想定外の事態も起
こるため、医療行為のひとつひとつを細部まで定型化することが難しい。これは著者自身が医療の現場
から病院経営を経験するなかで日々感じる課題であった。  
このような複雑な要素を含む組織の中でも、従業員の自律性が高く患者や地域から信頼されながら継
続的な収益も保つ病院組織がある。しかし、そのような病院の経営慣行を自らの病院組織にあてはめた
としても、当然ながら簡単には機能しない。規模の違いや地域性も考慮しなければならないが、そのよ
うな違いは人材やシステムの問題だけでなく、その病院組織の土台となる企業文化によるものではない
かと考えた。優良企業のなかには独自の企業文化を戦略ととらえ、真剣に組織の重要課題としている。
このように企業文化の役割を理解することができれば、日々の経営において注意することや中長期のビ
ジョンを達成するための行動指針になりうる。  
 
本論文の目的は、病院組織における企業文化の役割を理解することによって、複雑な病院組織の様々
な問題を解決する。まず医療業界と病院組織の特殊性を説明し、企業文化の役割と企業の事例を挙げる。
なかでも企業文化の理論分析として経営者と従業員の同質性、調整の失敗を回避する機能、さらには長
期関係を形成することによる協調の機能を説明する。  
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１．はじめに 
 
米国のディールとケネディによる『Corporate Cultures』1が 1982 年に出版されて以
来、「企業文化」について様々な議論が交わされてきた。企業文化の言葉を厳密に定
義することは難しいものの、一般的に企業文化とは「経営者が現場に対して意思決定
をするための一定の慣行と従業員に共有された予想」と解釈できる。企業文化はその
組織のアイデンティティであり独自の価値観でもある。  
組織の中で企業文化が機能しているということは、意思決定を行う経営者と現場で
自らの判断を求められる従業員との間に共通の価値観が備わり、経営者の意思決定を
容易にすることである。さらに企業文化は従業員の誰もが次に何が行われるかを明確
に予想が立てられる行動指針になる。  
もちろん、共通の価値観という明文化しにくい漠然としたルールゆえに、時に抽象
的な表現になり企業文化を理解することが困難な場合がある。しかし、企業文化が組
織の中で共有された行動指針となるのであれば、組織が大きくなり経営者の目が届か
ない現場で従業員が不測の事態に遭遇したとしても、経営者と同じ価値観で行動する
ことが可能となる。そのような役割を持つ企業文化は組織として様々な危機を乗り越
えられるシステムとして組織の中で強い拠り所となるだろう。  
 
企業文化と似たような用語として組織風土や経営理念といった表現がある。そもそ
も「文化」とは「人間の生活様式の全体を意味するものであり、年齢や地域といった
社会組織ごとに固有の文化が存在する」2と考えられている。例えば日本の文化といえ
ば「本音と建前を使い分け、和を重んじる文化」や、海に囲まれた狭い国土の中で天
然資源が乏しい環境から「ものづくりの文化」が発展した、といった日本の文化から
想像できる固有の意味があり、多くのひとに周知され誰もが理解できるものである。
このように「文化」とは独自の価値観が外部の環境から影響を受けながら存在するよ
うに、企業文化も独自の企業の行動指針として表現され、組織の中だけでなくある程
度周囲からもその価値観を理解することができる。  
このような文化の定義からすると、組織風土の意味合いは企業文化と異なり組織の
なかでの環境を指すため、外部からの影響とは関係がない。それゆえに組織風土は組
織内の慣行や文化に影響する環境を意味するため企業文化と同一ではないと考えられ
る。また、経営理念も経営者の考え方や方針を簡素に表現したものであり、企業文化
を浸透させるためのツールではあるが、そのものではない。  
 
私自身が、この企業文化を研究しようとした動機として、新しい組織を立ち上げ、
その中で新しい文化を構築する難しさを経験したことが大きい。背景として、既存の
古い民間病院を新築移転するため、新病院の準備として開院の 6 か月前に病院長とし
て病院経営を担うことになった。新病院は古い病院に比べ規模も大きくなり病床や診
療科も増え、様々な背景を持った従業員も新たに採用しなければならなかった。  
                                                   
1 日本語版に城山三郎訳(1983)『シンボリック・マネジャー』新潮社 
2 Wikipedia を参照し著者編集 
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一般的なベンチャー企業と同様に、新病院の経営も短い準備期間で限られた資源を
利用しながら、短期収益を達成しつつ継続的な成長のため長期のビジョンも掲げなけ
ればならない。そのようなトレードオフを含む使命がある中で一番苦労したことは、
新しい事業を始めるうえで、様々な経験や思いをもった従業員を、組織として一つの
方向に向けることの難しさであった。  
病院長の日常業務は、地域の健康と生活を守るために病院の収益を上げるだけでな
く、経営理念の共有や従業員のモチベーションなど、組織として重要な課題を解決し
ていかなければならない。特に開院間もない成長期の環境では日々の変化も多く、不
測の事態に多く遭遇する。組織の安定とは程遠く、短期で経営理念の浸透や従業員の
モチベーションを高めさせることに難渋した。また、意思決定も現場への情報の伝達
遅延や従業員同士のコミュニケーションエラーにより多くの歪みがあることを経験し
た。  
 
このような経験から、より良い医療を地域に提供しながら従業員が安心して働ける
ようにするためには、どのような組織にして日々の病院経営をするべきかと考えるよ
うになった。どんなに素晴らしい経営理念を掲げ、従業員を鼓舞したとしても、それ
が現場レベルで実行されなければ全く意味がない。継続的な収益を保ち、患者や従業
員などのステークホルダーが満足できる理想的な経営環境を整えなければならない。  
中には、長い間地域に根差した医療を提供し、従業員の自律性の高い優良病院も存
在する。ところがそのような病院で行われている経営慣行を取り入れたとしても、自
身の組織にはうまく機能しないことも多く、ベストプラクティスの再現性が困難であ
ることを感じていた。もちろん、優秀な人材、高度な設備だけあっても必ずしも病院
は高い評価は得られない。病院の規模や地域性の違いを考慮する必要はあるが、優良
と呼ばれる病院と根底に企業文化の違いがあるのではと考えた。  
 
病院組織における企業文化の重要性を考察する上で、特徴的な病院組織の構成を理
解する必要がある。病院組織は医師や看護師、薬剤師といった個人個人が専門意識を
持った集団であり、専門職ゆえに自らの志をもって仕事をしている。そのような特徴
から組織に対して帰属意識の低い職業であり、病院組織はその集団であるために一般
的な企業に比べて意思決定が複雑で集権化が難しい。かつての医師の人事は大学医局
のように教授をトップに厳しいヒエラルキーが存在していた。このような時代には大
学医局という強い権限が専門職集団を束ねる良いシステムであった。しかし、近年の
ように都市部への医師偏在や医師間の情報の共有が進むにつれ、医局の権限が相対的
に弱まり、医師の流動性が高くなってきた。それゆえに、組織が専門職である医師や
看護師らを留めておくインセンティブが弱まっている傾向にある。  
しかし、近年の医療の細分化にともない各々の専門性がさらに高まりつつある。そ
のため、各分野の分権化を進めて専門職の従業員に意思決定を任せることで、その分
野で本領を発揮してもらわなければならない。一方、経営者は理念や経営方針といっ
た全体の方向性を決める重要な要素は組織として集権化する必要性があるが、分権化
を進めすぎると組織としての一貫性が守れない恐れがある。このように現場への分権
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化と組織としての集権化はトレードオフの関係にあり、そのような課題を解決するシ
ステムとして企業文化があると考えた。  
 
本論文の目的は、病院組織の企業文化がどのように機能するかを経済学的な分析、
特にゲーム理論を用いて考察することにある。つまり病院組織において優れた企業文
化が存在することによって、強力な権限によって集権的な組織に編成することや完備
なシステムを作り上げるより、病院組織に一体感と従業員の自発性が生まれ、様々な
調整コストを抑えることができると考えた。  
まず初めに、第 2 章で医療の特殊性と病院組織の構造を理解することで医療業界の
現状や一般的な営利組織との違いを示す。次に第 3 章、第 4 章では本論文における問
題設定として、病院組織において経営者が従業員に権限委譲を促しながらも同じ価値
観を共有する方法として企業文化の基本的な役割を理解し、さらに具体的な営利組織
の企業や病院経営の事例を交えて考察する。第 5 章では企業文化の本質を理解するた
めにモデル化された問題設定を経済学的な理論分析を用いて説明する。企業文化が経
営者と従業員の調整の失敗を回避する役割、すなわち複数のナッシュ均衡が存在する
場合に従業員の行動が経営者の戦略に従う調整の役割を担う。さらに長期関係により
経営者と従業員が協調戦略を選ぶことができる役割を分析する。  
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２．病院組織の構造  
 
ピーター・ドラッカーはかつて「医療は複雑な産業であり、病院は最も複雑な人間
の組織である(The hospital—altogether the most complex human organization ever 
devised.)。」3と語っている。このような背景を理解するためには、一般的な営利組織
との違いを比較し医療の特殊性や病院組織の特徴を理解する必要がある。そこで、こ
の章では病院組織における企業文化を分析する前に、まず今日の医療、特に日本の医
療が置かれている経営環境と病院組織の特徴を述べる。  
 
2.1  病院経営の理解  
 
今日の日本の医療は大きなパラダイムシフトを迎えている。かつて 1980 年代には 65
歳以上の高齢者の割合は人口の約９％に対し、2018 年には約 25％と急速な超高齢化社
会に突入している。15 歳から 65 歳の生産年齢人口は年々減少し、さらに日本の人口動
態の予測では 2025年には 65歳以上の高齢者が 3657万人と全人口の約 30％までに増加
すると言われている4。また、日本の平均寿命は生活環境の変化、すなわち食生活や衛
生環境の改善により世界でも最高の水準にある。近年では平均寿命の長さだけでなく
元気に生活しながら長生きをするための健康寿命という概念も生まれてきた。今後は
病気になってから治療をするだけでなく、予防医療の重要性や介護への手厚いサポー
トなど、病気になる前後の生活環境を重視する医療になるだろう。 
さらにインターネットをはじめとする技術の進歩や交通網の発達、それらにともな
う産業構造の大きな変化により、日本の各地域の人口動態も大きく変化した。その結
果、地方僻地の人口減少や都市部への人口流入が急速に進むことにより、限られた医
療資源と多様な患者ニーズのバランスが崩れ、医療格差と呼ばれる地域による偏在を
生み出した。 
また国民が罹患する疾病も大きく変化している。かつて抗菌薬が少なかった時代に
は治療が困難であった感染症の問題から、高齢化社会にともない罹患する疾病も悪性
腫瘍が増加し、若い世代でも肥満や糖尿病といった食生活や生活の環境の変化による
生活習慣病も増加してきた。さらに高齢化の問題は、長生きをするゆえに心臓も悪い
が腰も悪いといった複数の疾患をかかえている患者も多くなっているため、これから
の医療従事者は疾病をいくつも抱える患者に対して多様化する医療に対応していかな
ければならない。 
このように高齢化社会による疾病構造の変化により、医療需要はさらに高まり日本
の医療費はこれからも年々増大すると予測される。今後、日本が抱えている医療費の
問題を解決するためには、病気になったら治療するだけでなく、予防医療に力を入れ
ることや早期診断を可能にする技術の進歩がさらに注目される。 
 
 
                                                   
3 ピーター F,ドラッカー(2002) 
4 国立社会保障・人口問題研究所(2017) 
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社会からの医療への期待も大きく変化している。かつて患者に医療の情報が全くな
かった時代には医師の一方的な治療の選択を患者や家族が従う関係にあった。しかし
今日ではエビデンスをもとに適切な医療は何か、患者が選択できる治療は何か、など
患者自身もインターネットの普及に伴い情報が共有され、患者同士のコミュニティー
も形成されるなど、患者の行動も大きく変化してきている。時代とともに医療従事者
と患者の関係も変わり、求められる医療を適切に行えることが病院に求められる時代
になってきた。 
日本の医療は今後、医療財源の確保や超高齢化社会への対応といった多くの試練が
待っている。しかし、多様化するニーズの中でも、患者にとって最善の医療を提供す
ることは医療機関にとって当然の命題である。その中で、病院経営は質の高い医療を
提供できる組織を作り、継続的に地域社会に貢献しなければならない。 
 
非営利組織として代表的な医療業界は、かつて「経営」という概念が利益至上主義
のイメージがあり、利益を追求することは社会の公器として相反するものと考えられ
ていた。確かに営利組織の最たる目標は企業価値を創造し利益を最大化することであ
る。一方で非営利組織の医療機関は収益の最大化よりも患者および地域の健康を守る
ことを目的としている考え方がある。 
しかしながら 1970 年代ごろからフィリップ・コトラーによると社会は営利組織のみ
ではなく、学校や NPO 団体などの非営利組織も社会を構成しているため、病院経営も
営利組織と同様に成長のために利益を追求することは当然であると述べている5。すな
わち利益を追求して安定した病院経営をすることこそが、継続的な社会貢献を実現す
るためには必要である。このように今日では病院経営も広い意味で営利組織から学ぶ
点は多く、一般の企業経営と共通する部分も多くあると考えられる。 
 
しかし、非営利組織ゆえに経営に疎く、収益を度外視していた体質は未だにあるか
もしれない。特に医療の価格は国の診療報酬制度に従わなければならないため、医療
の質に対して価格による差別化は困難である。 
病院の経営環境を調べた厚生労働省の医療経済実態調査6によると、近年の病院経営
の厳しい状況があり、経営状態は国公立および民間病院ともに悪化している。2012 年
の統計では４割の病院が損益率7でマイナスとなり、特に国公立では７割、民間病院で
も３割が赤字経営となり苦しい病院経営を物語っている。 
その背景として、諸外国に比べ日本の病院数や病床数が多いことが挙げられる。OECD
主要国と比べても人口 100 万人あたりの病院数および人口 1000 人あたりの病床数は世
界で 1 番多く、かつ 100 床あたりの医療従事者の数は低い8。このような状況は誰もが
医療を受けられる環境ととらえることもできるが、病院数が多いことで機能分化がで
きていない可能性がある。もちろん、いつでもどこでも医療にアクセスできる日本の
                                                   
5 フィリップ,コトラー・アラン,R,アンドリーセン(2005) 
6 厚生労働省(2017) 
7 損益率＝損益差額/(医業収益＋介護収益) 
8 OECD Health Statistics(2016) 
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医療環境は評価すべきである。しかし、機能分化がうまくいかないことで、結果とし
て病院間でパイ(患者)の奪い合いによる競争が生まれてしまい、限られた医療資源を
分散している現状がある。このような医療環境は自然に解消することは困難であり、
政策によるてこ入れや病院間の連携を密にしなければならない。これからは特定の疾
患を集約することによって規模の経済や医療従事者の学習効果を生みだし、医療の質
の向上や医療費の削減に努めなければならない。 
また病床数が多いことによるデメリットとして入院稼働率の低下や在院日数の延長
が挙げられる。病院経営として収益の柱となる入院稼働率を上げるために不必要な入
院や在院日数を伸ばすなど、無駄な医療へのインセンティブが働いてしまい、医療費
が増大する傾向にある。これらの行動は中長期の視点に立つと病院経営と患者の双方
に弊害が生じる可能性がある。 
 
2.2  病院組織の特徴  
 
病院組織の複雑性の背景にある医療の特殊性を理解する必要がある。一般企業と病
院経営を比較すると、特に企業と顧客の関係性が大きく異なる。そこで本項では医療
従事者と患者の関係性を医療行為の不確実性と情報の非対称性の点から説明する。さ
らに専門職の集団である病院の組織図を示すことで病院組織の特徴を理解する。 
 
一般に多くの業界では提供される商品やサービスが消費者に等価で交換される。例
えば 100 円の商品を消費者が購入すると、生産者がその商品を 100 円の価値があると
保証し、消費者がその価値を認めることで成立する。つまり消費者の違いによって同
じ商品の価格が変わることはなく、また生産者はその価値に結果責任をともなう。 
しかし、医療行為の不確実性とは医療が必要となる状態は人それぞれであり、提供
されるサービスは個別性が高いことに要因がある。例えば風邪の患者でも、熱がある
人もいれば、咳がひどい人もいる。症状は人それぞれであり、医師が診断し症状に合
った薬を処方しても効果もまた人それぞれである。さらにその治療やサービスが提供
された時点での効果は完全に予測は困難である。 
また医療従事者の責任は患者に対して医療行為を保証するものであり、結果を保証
するものではない。つまりベストエフォート(最善の努力)の考え方があるため、患者
がうけた治療やサービスが適切であるかを検証することが非常に難しい。しかし、こ
れからは医療技術の進歩や AI の活用により、結果重視の医療が行うことができれば、
医療行為の不確実性を低減させて無駄な医療を減らす可能性は大いに秘めている。 
 
一方、情報の非対称性とは医療従事者と患者、特に医師と患者の間の情報の格差で
ある。医療の情報は専門性が高く、近年では専門分野もさらに細分化され医療従事者
の間でも専門外の理解には難渋することがある。当然ながら患者との情報の格差はさ
らに大きく、情報の非対称性が生まれるため、患者は医療従事者に依存せざる負えな
い状況がつくられてしまう。しかし、今日のインターネット環境による情報収集の容
易さや個人の権利意識の高まりから、診療内容だけでなく病院や医師の評判や、患者
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の体験談などの患者自ら発信される満足度といった尺度も重要な医療の質の要素にな
っている。 
 
さらに一般企業とは異なる病院組織の特徴として、専門職の集団であることが挙げ
られる。専門性の集約型産業である病院組織は、医師をはじめ、看護師や薬剤師、放
射線技師などプロフェッショナルの集団である。彼ら彼女らは自分の興味に対する専
門指向が強く、組織に対する帰属意識が一般的に希薄であり、患者との関係性を優先
する。それゆえに組織のトップダウンによる指揮命令だけで管理することは困難な一
方、金銭的なインセンティブではなく、ミッションの共感や自己研鑽の環境を整える
ことで優れた組織を作られる可能性がある。 
病院組織の一般的な組織図として図 1 に示す。病院の方針や理念を発信する病院長
を中心とした管理部門があり、その下に診療部門(いわゆる医局)、看護部門、診療支
援部(薬剤師、放射線技師、検査技師などの専門職)、および事務部門で病院組織は作
られる。さらに管理部門の直轄として医療安全、感染対策、診療情報室など病院組織
を横断する部門も存在する。このように病院は専門職の集団であり機能別に構成され
ている組織である。しかし、医療現場での医師の権限は強いため、図１のような組織
図のように必ずしも機能別ではなく医師をトップとしたヒエラルキーの構造がある。
特に医師は自分の専門性を高める志向が強く、一般的に組織に対して帰属意識が低い。
確かに病院の経営者にとって有名な医師によるブランドや収益のある診療科があれば
病院経営としてメリットも大きいものの、それゆえに経営者は病院組織全体の方針や
理念と個々の医師のやりたいことを一致させることに難渋する。 
 
図１ 病院の組織図 
病院の組織図
病院長
管理部
事務 診療支援部 看護部 医局
なかでも病院組織の
医師の権限が強い
各々が専門職として機能別に分かれている
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本来、病院組織として患者を中心に一貫性を持ったチーム医療が作られるべきだが、
専門職の集団ゆえにチームとしてベクトルをひとつに合わせることに難渋することが
ある。その原因のひとつに、各専門職の共通のベンチマークがとりにくい問題がある。
例えば内科医は医療の質を重視し、外科医は手術件数を重視するなど一般的に病院経
営で使用されている収益や患者数といった指標は、様々な専門職の集団であるゆえに、
各々の興味はばらばらなため従業員全体に対してのモチベーションにはなりにくい。
もちろん、医療の質に対して治療成績の公表や患者満足度などの定量評価も存在する
が客観的な評価は非常に難しい。 
 
このように、医療行為には不確実性を含み、大きな情報の非対称性が存在する。さ
らに病院組織が専門職の集団という特徴から、病院経営の複雑性を理解することがで
きる。そのような経営環境のなかで、経営者の意思決定が容易に従業員に伝わり、従
業員も経営者の価値観を共有できるシステムとして、次章より企業文化の役割を考察
する。 
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３ 企業文化の役割  
3.1  問題設定   
 
本論文における問題設定として、以下の命題を経済学の視点で理論的に分析する。  
 
病院組織における企業文化は、従業員が経営者と同じ思考で容易に意思決定できるシ
ステムとして機能する。  
 
前章から述べたように、自身の病院立ち上げの経験や病院組織の特殊性から、ただ
単に理念や理想的な計画を打ち出すだけでは病院の求められる価値を上げることはで
きないと感じた。その中で、患者や職員といったステークホルダーの満足度を高めつ
つ病院経営として短期収益や中長期の戦略を築かなければならない。  
医療現場は細分化された高い専門性があり、セクショナリズムの問題を抱えやすい
背景がある。また医療は同じ行為でも個別性が高いため、個々により結果が異なる不
確実性をともなう行為でもある。特に新しく作られた病院組織の中では、経営者の意
思が従業員に伝わりにくく、またルールの整備も不十分である。このような状況では、
たとえマニュアルを整えられたとしても不測の事態の多い医療現場では管理の限界が
あり、また従業員を正確にモニタリングができたとしてもコストが非常にかかる。  
そこでこのような問題を解決する方法として、企業文化が現場の従業員に複雑な意
思決定を任せられるような共通基盤になると考えた。つまり、病院組織に対して優れ
た企業文化が存在すると、集権的な組織や完備なシステムを作り上げるよりも、組織
の一体感と従業員の自律性を生み、様々な調整コストを抑える可能性を経済学的な理
論を用いて考察する。  
 
3.2  企業文化の理解 
 
企業文化は経済学だけでなく、経営学や社会学などの分野で比較的最近になり研究
対象となってきた。この分野においてデビッド・クレプスが最初に経済学的に企業文
化を分析したといわれている9。しかし、企業文化という概念は厳密に定義されておら
ず、未だに抽象的な表現としてとらえられている部分がある。  
特に自身の経験からスタートアップにおける企業文化の成り立ちを体験するなかで、
経営者から決められた文化を従業員が従うのではなく、経営者と従業員の双方が創り
上げていくものであると実感した。創業者が強いリーダーシップをもとに全くのゼロ
から創り上げる企業文化とは異なり、各々のできあがっている文化を集合して創り上
げ、互いに文化の衝突を繰り返しながら進化していく印象であった。これは多くの組
織が共通する経過であり、企業文化の成り立ちには既存の文化と闘い、時に自身の文
化を見直すことを繰り返すことで変革していくものである。  
 
                                                   
9 Kreps,D(1990)  
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このような実体験をもとに企業文化を理解するための理論として、  
 
①同質性の役割  
②慣習としての役割(調整の機能) 
③不測の事態に対する判断の役割(協調の機能) 
 
が挙げられる。②③に関しては第 5 章で経済学的な視点で詳しく理論分析を行う。  
 
まず①同質性の役割として、企業文化が組織の価値観を明示することで従業員を採
用する場合のスクリーニング効果が挙げられる。これは従業員が採用される前に組織
の価値観を知ることで、合わない文化であれば自己淘汰されるため、自然な経過とし
て組織の同質性が強まる仕組みが企業文化にはある。特に創業および初期の成長段階
では創業者の思いや理念をもとに従業員も雇用されるため、企業文化は共有されやす
く、例え従業員にとって押し付けられた文化であっても正しいと認識されやすいため、
結果として文化の同質性が強まり安定につながる。  
企業文化が成熟する過程では組織が従業員とともに小さな成功を積み重ねることで、
さらに文化は安定し支持される。ここでいう「成功」の定義は非常に難しい。創業時
には限られた資源のなかで短期収益も達成しにくい状況では、従業員に成功体験を実
現することは容易ではない。しかし経営者と従業員がともに信頼関係を築くためには、
小さな成功を積み重ねることで文化が共有される。このような共通体験は雇用後にお
ける同質性をさらに強化させる。  
また組織の初期の段階においては創業者も従業員と一丸となって現場に立たなけれ
ばならない環境のため、創業者や経営者も従業員の一人として多くの時間を共有し密
接にかかわることができる。これは自らが手本となり良いことも悪いことも従業員と
共有できるため、オープンなコミュニケーションがとりやすく強い信頼関係を築きや
すい。もちろんそのような環境は、密度の高い関係性ゆえに異なる文化に対して排他
的になり、組織の成長に必要な多様性を失う可能性があるものの、同質性を強めるた
めに企業文化の成り立ちには重要な過程である。  
このように、企業文化の役割のひとつである同質性が強ければ、経営者の意思が伝
わりやすく現場に権限委譲がすみやかに促され、経営者の目が届かない現場でも従業
員に価値観を共有することができる。あたかも経営者の分身が自発性をもって現場で
行動することによって、経営者の価値観を保ちつつ、現場の様々な意思決定を従業員
の判断に任せることができる。 
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４．企業文化の重要性を示唆する事例  
 
前章では病院組織における企業文化についての問題設定と企業文化の概要を示した。
本章では企業文化の重要性を示唆する事例を交えることで第 5 章における理論分析の
理解を深める。  
近年の企業文化の意味合いは経営者と従業員の共有する価値観という組織内のシス
テムとしての役割だけでなく、むしろ競争優位の源泉として戦略的な外的要素が強く
なってきている。このような背景から、企業は生き残りを賭けて、独自の企業文化を
成熟させることが必須であり、外的にもその企業文化が戦略と一致していなければな
らない10。ピーター・ドラッカーは企業文化の重要性を「企業文化は戦略に勝る(Culture 
eats strategy for breakfast.)。」と言い、どんなに高尚な戦略でも企業文化という組織
の基盤がなければ始まらないと考えている。  
さらに、もうひとつの戦略的な要素を強く打ち出した例として、2014 年にマイクロ
ソフトの CEO に就任したサティア・ナデラも、大きく変化する外的環境に対して現在
のマイクロソフトのままでは将来への危機感を感じていた11。そこでサティア・ナデラ
は組織の変革として、精力的に企業文化の再構築12に取り組んだ。CEO の C は「カル
チャーの C」であり、CEO の役割は文化的なキュレーター(Curator of Culture)と表現
している。このようにサティア・ナデラは新たな戦略を打ち出すためにも、企業文化
の重要性や CEO の役割を明確にしている。  
 
そこで、本章では一般企業での企業文化の重要性を語る事例としてザッポスとウォ
ルマートを述べ、医療現場の事例としてベスイスラエル病院を例に挙げる。  
ザッポスの事例では顧客との接点である現場に権限委譲することで、ニーズの多様
性をマニュアル化ではなく価値観の共有によって解決した。ウォルマートは外的な環
境の変化に伴い既存の企業文化から新たな文化への変革を経験した。最後に自身と同
業であるベスイスラエル病院の事例では、経営陣が患者中心の医療を実現するために
組織が看護師を全面的にサポートする体制を作り上げて、看護師が自信をもって働け
る環境を提供した。患者中心の医療という企業文化と看護師の制度の補完的な役割に
よって、かつて医師主導の組織構造から現場との接点の多い看護師に権限委譲するこ
とで様々な問題を解決した。  
このような事例から業界が違うなかでの共通点として、顧客(患者)視点のサービスは
経営者や上層部の命令や権限には現場に対して限界があり、どの企業の事例でも組織
の価値観の統一、つまりは企業文化の浸透により権限委譲を促し現場での意思決定を
行うことにある。  
 
                                                   
10 石原しのぶ(2012) 
11 サティア・ナデラ(2017) 
12 彼は「3 つの C」が最も大事だと指摘している。その C とは、コンセプト（Concept）、
ケイパビリティー（Capability）、カルチャー（Culture）である。この 3 つの C を明確に
して組織を引っ張っていくことが、CEO の役割だとしている。  
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4.1  ザッポスの事例   
 
ザッポスの企業文化とは「ただ単に顧客に商品を売るだけでなく、最高のサービス
を提供して感動を与える企業」という CEO のトニー・シェイと従業員の共有された価
値観がある。ザッポスにおける企業文化の役割はトニー・シェイと従業員との同質性
の高さが特徴である。米国のザッポスは 1999 年に靴を中心とした通販小売店として創
業した。創業から目覚ましい急成長をしたザッポスは 2008 年には売上 10 億ドルに達
し、米フォーチュン誌の「働きがいのある企業 100」に 15 位で選出された13。従業員
に人気のある企業として有名になったザッポスは顧客との接点である現場の重要性を
理解していた。経営陣は企業文化を重要な戦略として、収益を中心とした経営目標だ
けでは従業員や顧客が満足できない現状を理解し、顧客の感動体験を重視した戦略を
打ち出した。ザッポスはただの通販小売店ではなく「最高のサービスを提供する企業」
をミッションとして企業文化を創り上げてきた14。「サービスを通して WOW(感嘆)を届
ける」を企業の価値観として、すべてのステークホルダーを対象に、組織のあらゆる
仕組みが作られている。 
顧客との接点である現場では、一般的にマニュアルがあり自由な決定権はない。し
かし、このような方針では近年の顧客の多様化したニーズは、マニュアル通りの対応
ができないばかりか、競合との平準化に陥る可能性があった。 
一方、ザッポスのコンタクトセンターではオペレーター一人一人がトニー・シェイ
の掲げる価値観を共有したうえで自らの感性や想像力を発揮させる。例えば「母を亡
くした顧客に花を贈る」「在庫切れの靴を調達する」といった場合でも、マニュアル化
した経営陣の押し付けた対応ではなく、従業員の対応に自由裁量を持たせている。こ
のような現場での最善の判断や従業員の常識といった暗黙知は、まさに企業文化であ
り共有された価値観による経営者と従業員の同質性の高さと言える。 
ザッポスが持つ企業文化によって、現場に権限委譲が促されることは顧客の満足度
を上げると同時に、誇りに満ちた従業員のモチベーション向上や、さらにはリーダー
シップ教育にもつながっている。特にトニー・シェイは独自の企業文化を模範する人
材の育成の仕組みを作ることの重要性を語っている。 
 
4.2  ウォルマートの事例  
 
ウォルマートは規模を拡大し低価格を追求してきた既存の企業文化では多様化する
顧客のニーズに対応できないと感じていた。そこで、新たな企業文化として外的な環
境の変化に合わせて、現場と顧客との接点を重視する新たな価値観を持った企業文化
に転換した。ウォルマートは 1962 年にサム・ウォルトンによって創業され、「Everyday 
Low Price(EDLP)」を掲げ、徹底した物流管理とコスト削減を実現することで低価格を
売りに急速に成長した15。しかし、世界最大の小売業者であるウォルマートは品数と低
                                                   
13 Mitchell Dan(2008) 
14 石原しのぶ(2012) 
15 Wikipedia を参照し著者編集 
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価格だけでは今日の成熟した市場には通用しなくなる現状を理解していた 16。かつての
顧客は低価格を目当てにウォルマートに来店していたため、従業員の対応も一定のル
ールを満たしていればよかった。しかし、従来の組織体制では時代の変化や顧客ニー
ズの多様性に対応できなくなってきたため、低価格だけでは差別化が困難な時代にな
ってきた。 
そこで、ウォルマートの経営陣は現場の従業員が顧客ニーズの変化に対して速やか
に自律性を持った対応をすることが必要であると考えた。経営陣と従業員が同じ共通
の価値観を持ち、顧客との接点にこそ価値があるという新たなウォルマートの企業文
化があれば、現場への権限委譲を経営陣は安心して行うことができると考えていた。 
品数と低価格に価値を見出していたウォルマートが、顧客との接点であるサービス
体験に注目して、現場の自律性が重要であると価値観を転換した。このような変革の
なかで、現場は既存の低価格を重視にすべきか、顧客に対して自律性をもってサービ
スを重視するか迷うこともあるだろう(第 5章においてコーディネーションの問題を詳
しく解説する)。しかし、ウォルマートは組織内にある新旧の文化の衝突を越えてでも
成し遂げなければならない重要課題ととらえ、実行したことは興味深い。 
 
4.3  ベスイスラエル病院の事例 
 
ベスイスラエル病院にある患者中心の医療を重視する企業文化は、医療の現場で患
者と接点の多い看護師に対して、医師の指示のもとに行動するのではなく、プライマ
リーナーシングという制度により看護師の自発的な行動を推進した。企業文化が不確
実性の多い医療現場において協調の役割を持つことで看護師の強い拠り所となった。
この事例では企業文化と制度が補完的な役割を果たした結果、医療現場の様々な問題
を解決した。 
アメリカのボストンにあるベスイスラエル病院は、日常の診療だけでなく学術研究
でも高い評価を受けている地域の中核病院である。CEO のミッシェル・ラブキンによ
って 1970 年代から今日まで、他の病院と差別化するためにプライマリーナーシングを
導入してきた17。一般的な看護師の病棟業務は担当する患者が日によって異なるのに対
し、プライマリーナーシングでは一人の患者を入院から退院まで一貫して担当する看
護体制を整えた。 
ベスイスラエル病院はプライマリーナーシングを導入することによって患者中心の
医療を実現することができた。導入された背景として、看護師は医師のための看護で
はなく、医師とともに働くシステムを構築したいと考えていた。伝統的な機能的看護
は、病棟別や科別に管理者を配置して業務を分担している。また医師に対して報告す
るヒエラルキーなシステムがあった。それゆえに看護師と医師の間での情報の解離や
伝達不十分から、患者中心の医療とは程遠い環境であった。しかし、現場の業務とし
て看護師は医師より患者に接する時間も長く、患者の情報を多く持っている現状があ
る。  
                                                   
16 石原しのぶ(2012) 
17 Kreps,D(2018) 
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そこで、ベスイスラエル病院では各患者に担当の看護師(registered nurse)が割り当
てられたことで、看護師が積極的に患者情報を医師に提案することができるようにな
った。例えば、手術が必要な患者が入院した場合、患者が外科医や麻酔科に合う前に、
担当の看護師が面談し手術計画を立てる。また、患者が再度入院しても以前担当して
いた看護師が再び担当することで、患者情報の共有や患者と家族に対して安心感を与
えることができた。当初、医師の間では看護師に地位を脅かされるといった不満や情
報のプロセスが複雑であると抵抗があった。しかし、プライマリーナーシングを導入
することで、医師が患者の情報を得るために看護師とよりコミュニケーションをとる
ようになったため情報の質が向上した。  
看護師は医療のプロフェッショナルであり、利他的な行動や自己実現に対して強い
欲求がある職業であるため、とくに経済的なインセンティブが意に反してモチベーシ
ョンを下げてしまう可能性がある。しかし、このようなベスイスラエル病院の取り組
みにより、情報の質と看護師のモチベーションが向上したため、患者へのケアとサー
ビスに重点を置くことができるようになり、結果として患者満足度を高めることがで
きた。情報の重複を回避することで、医療の質が向上したため病院全体のコスト削減
に貢献した。さらに、このような制度により看護師のインセンティブ報酬を変えずに
モチベーションを同時に解決し、離職率を低下することができた。  
 
また、病院組織においても企業文化が重要であると示唆する事例として Tsugawa ら
は医師の治療成績を向上するためには、金銭的な報酬や行動経済学的なアプローチだ
けでなく、企業文化も必要であると述べている18。近年、医療の現場でも行動経済学を
利用した取り組みも注目されている。ひとつの例として、医師は診療の基準としてガ
イドラインを参考にするが、実際には医師の直感や経験を優先して、それらのガイド
ラインに従わないことが医療の現場として少なくない。なぜなら医療現場の意思決定
はあまりにも複雑で、患者それぞれの個別性が多いため、必ずしもガイドライン通り
にはいかない現状がある。例えば、一般的に風邪などの多くのウィルス感染症には抗
生剤を必要としない。しかし、ウィルス感染症に対してガイドラインに従わずに抗生
剤を使用した医師に、その根拠を同僚の医師に説明するように義務付けしたところ、
抗生剤の不適切な使用が顕著に低下した。  
このように人々の心理を理解することで、より良い意思決定を仕向ける行動に「ナ
ッジ」がある。ノーベル経済学賞受賞のリチャード・セイラーはナッジを「選択を禁
じることも、経済的なインセンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測
可能な形で変える選択アーキテクチャーのあらゆる要素を意味する」19と定義している。 
 
ウィルス感染症の不適切な使用を抑制した例からも医療現場において行動経済学的
な要素は重要である。しかし、それだけでは医療の質や治療成績の向上には限界があ
る。ベスイスラエル病院の事例では、患者中心の医療を重視する企業文化をもとに、
様々なシステムを変えることで、医療の質や治療成績の向上につながった。現場の看
                                                   
18 Yusuke Tsugawa,John N Mafi(2018) 
19 リチャード・セイラー,キャス・サンスティーン(2009) 
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護師に対する意思決定を尊重するプライマリーナーシングという制度と患者中心の医
療を重視する企業文化が補完的な役割を果たし、様々な問題を解決することができた。 
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５．企業文化の理論的分析 
 
一般に社会の様々な問題をモデル化することで、抽象的であった事象が単純化され、
それを経済学的な理論的分析を用いることにより、基本的な仕組みや問題点を理解す
ることができる。本論文では病院組織における様々な問題を解決するために企業文化
が重要な役割を持つと考えた。特に経営者の意思を不確実性の多い医療現場で従業員
に伝える方法として企業文化が行動指針となりうる。本章では病院組織の特徴や企業
文化の一般的な考察を踏まえて、企業文化の役割を理論的な分析を行う。再度、本論
文における問題設定を提示する。  
 
問題設定  
病院組織における企業文化は、従業員が経営者と同じ思考で容易に意思決定できるシ
ステムとして機能する。  
 
このような企業文化によるシステムが機能することで、複雑な病院組織に対して集
権化された組織を作るよりも様々なコストを削減できる可能性を検討する。このよう
な問題設定から企業文化を理解するうえで、様々な経済学的な理論分析を利用して多
角的なアプローチをする。なかでも病院組織における企業文化のシステムとして以下
の項で調整機能と協調機能を取り上げる。  
 
5.1  調整の失敗を回避する役割 
 
ゲーム理論では非協力ゲームにおいて、どのプレーヤーも自分の行動を変更するだ
けでは自分の利得を改善できない条件を満たすことを「ナッシュ均衡」と言い、プレ
ーヤーと戦略が有限の混合戦略ゲームには少なくとも一つのナッシュ均衡が存在する
ことが証明されている。これは言い換えると、均衡が一つとは限らず複数存在する可
能性を示唆している。複数のナッシュ均衡が存在するゲームに「両性の戦い(battle of 
the sexes)」と呼ばれる有名なゲームがある。恋人同士がデートをどのように過ごすか
決めるときに、彼女は映画を見たい、彼氏はスポーツ観戦したいという利害対立があ
るが、別々に過ごすより一緒に過ごす方が望ましいというコーディネーションの問題
がある状況である。  
このゲームで示唆されることは、お互いに利害の対立があるため一つの均衡に決ま
ってしまった場合、別の均衡の方がより良い選択であることがある。これは偶然に選
択された均衡が必ずしもプレーヤーにとって最善とは限らない可能性がある。さらに
このような均衡にひとたび決まってしまうと、個々の努力では戦略の変更は困難であ
る。  
 
第 4 章のザッポスの例では、経営者と現場の従業員においてマニュアルに従う行動
と顧客に応じて自律的な行動をする２つの戦略がありコーディネーションの問題を含
んでいる。しかし、ザッポスの企業文化により顧客に感動や最高のサービスを提供す
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るという価値観のもとに顧客中心の戦略が選択される。様々な対応が顧客に求められ
るコンタクトセンターのスタッフが、自らの判断で経営者のトニー・シェイと同じ理
念や価値観で行動することによってコーディネーションの問題を解決した。  
また、ウォルマートの事例では旧体制の価格を重視する戦略から新たにサービスを
重視する戦略に大きく転換する場合、チェンジ・マネジメントを実行するために現場
ではサービス重視か価格重視かのコーディネーションの問題が生じる。この状況を図
２の利得表において(従業員１、従業員２)の順に利得を表記すると、プレーヤーの従
業員１と従業員２の間にサービス重視と価格重視の２つの戦略があり２人の間には利
害の対立がある。この利得表では２つのナッシュ均衡が存在するため新旧の戦略の変
化のなかで従業員の間では好ましい戦略が異なり現場での意思決定に迷う可能性があ
る。しかし、２人の従業員が違う戦略を選ぶと利得が(０、０)になるため、ばらばら
の戦略をとるより従業員１と従業員２が同じ戦略を選択する方が望ましい。このよう
なゲームにおいてウォルマートの「顧客との接点を重視する」という新たな企業文化
が浸透すれば、従業員が迷うことなくサービス重視の戦略を選択することができるだ
ろう。 
ウォルマートは今までの低価格の戦略で成功しているだけに従業員の変化への抵抗
は大きいことが予想される。しかし、経営陣は生き残りをかけた新たな価値として顧
客との接点を重視する企業文化をいかに従業員の不安や疑問を理解しながら、新たな
企業文化の意味を組織全体で学習して戦略と文化に合致させるかが重要である。ウォ
ルマートは、このようなコーディネーションの問題を顧客との接点を重視する企業文
化により解決したと言える。  
 
図２ ウォルマートの事例における両性の戦いゲーム  
ウォルマートの事例における両性の戦いゲーム
従業員２
サービス重視 価格重視
サービス重視 (３、２) (０、０)
価格重視 (０、０) (２、３)
従
業
員
１
経営者の『顧客との接点を重視するにする』という企業文化に従う
のであれば、従業員１も従業員２も自ずと「サービス重視」の戦略
を選択することは容易である。
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組織のなかで日々の業務は調整の繰り返しであり、このように複数の均衡が存在す
る場合、企業文化の存在が調整の失敗を回避する可能性がある。  
そこで、調整の失敗を回避してコーディネーションの問題を解決する企業文化の役
割を、医師と看護師の 2 人のプレーヤー間の戦略型ゲームとして病院組織の日常を具
体的に考える。これはウォルマートの事例においてサービス重視か価格重視かの両性
の戦いゲームと同様の構造と言える。例えば病院の業務には医師の診察や看護師のケ
アといった患者に接する業務(この戦略を「患者中心」と記す)もあれば、医療安全や院
内勉強会などの会議も業務(この戦略を「会議中心」と記す)として行われている。この
マトリックスでは表記されていない患者の利得は医師と看護師の両者が患者中心を選
択する方が高いとする。もちろん、どちらの業務も重要であるため、日常業務の中で
診療や患者ケアのような患者を中心とした業務では医師と看護師が一緒に協力して仕
事をすることが望ましい。一方、会議も同様に医師と看護師が同じ場で一緒に協議す
る必要があるようなコーディネーションの問題がある状況である。  
図３では医師と看護師をプレーヤーとして、患者中心と会議中心の２つの戦略が与
えられている。各々の利得から看護師は患者中心を指向し、医師は会議中心を指向し
ているとする。利得を(医師、看護師)の順に表記するならば、医師と看護師が患者中心
を選択すると両者の利得は(２、４)となり、会議中心を選択すると利得は(３、２)とな
る。両者がばらばらの戦略の場合は(０、０)の利得になる。この利得表では両者の戦略
がばらばらになるより、同じ戦略をとる方が良いと考えている。このようなゲームで
は(患者中心、患者中心)と(会議中心、会議中心)という２つのナッシュ均衡が存在し、
どちらの均衡が選択されるか明らかなではない。さらにお互いが別々の戦略を選択し
た場合、ナッシュ均衡ではない調整の失敗が生じる可能性がある。  
 
図３ 医師と看護師の両性の戦いゲーム  
医師と看護師の両性の戦いゲーム
看護師
患者中心 会議中心
患者中心 (２、４) (０、０)
会議中心 (０、０) (３、２)
医
師
経営者の『患者との接点を大切にする』という方針に従う
のであれば、従業員は経営者が自ずと「患者中心」の戦略
を選択することは容易である。
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もし、組織のなかで明確な方針のもと、従業員が完璧に行動していると考えるので
あれば、そもそも企業文化の必要性があるかを考慮しなければならない。例えば、創
始者が経営者のような権限が集権化され強いリーダーシップが発揮されるような組織
では、図３の場合、経営者が常に医師や看護師に対して「患者との接点を大切にする
医療」を経営方針として訴え続けるのであれば、容易に従業員も会議中心より患者中
心の戦略を選ぶだろう。このような状況であれば改めて企業文化による調整機能を強
調する必要性はないように思われる。例えば企業文化以外の調整の問題を解決する状
況として、小規模の組織や不測の事態が少ない業務であれば経営者のリーダーシップ
や従業員との密なコミュニケーションといった行動で解決することができるだろう。  
 
一方、病院組織のような規模が大きく各々の専門性が高い組織では部門間のコミュ
ニケーションがとりにくい傾向がある。そのような状況ではコーディネーションの問
題は常に起こり、相手次第で自分がリスクを取らなければならないこと(もしくはリス
クを取らなければならないという思い込み)も多く、なおのことお互いが望ましい均衡
になりにくい。この図３のゲームでは本来であれば医師と看護師の利害が一致して、
かつ患者の利得が高い(患者中心、患者中心)を選ぶ方が望ましい。しかし、明確な組織
の方針が伝わらない環境であれば調整の失敗が起こりうる。  
そこで、経営者の持つ「患者の接点を重視する」という企業文化を組織内に浸透す
ることができれば、医師と看護師は「経営者の信念であれば相手も患者中心を選択す
るであろう」と容易に予測することが可能となり、調整の失敗を回避することができ
る。明示的な情報伝達がおこなわれにくい病院組織において、複数の均衡から経営者
の期待する患者中心を選択させる機能として企業文化が重要な役割を果たす。  
病院組織はお互いに意思の疎通がとりにくく、その決定は複雑であるため相手の情
報が得られにくい環境がある。このような環境では従業員が指示命令を受けて行動す
るのではなく、自己の判断で経営者と同じ行動ができる方針が企業文化の機能にあり、
なかでも文化の持つ調整機能が複数のナッシュ均衡が存在する場合に最善の選択が可
能となる。  
 
5.2  繰り返しゲームによる協調する役割 
  
一般に繰り返しゲームをする場合、1 回のゲームでは均衡にならない協調的な結果を
生み出すフォーク定理が知られている。取引が繰り返し行われる場合、評判を利用す
ることにより、1 回のゲームでは協力しないプレーヤーと協力関係を築くことができる。
もし自分だけが得をしようとして相手を裏切れば、相手の信頼を失って、それ以降は
相手に助けてもらえない。協力しない場合は、将来の協力を拒否するという罰則を設
けることで、協力しない人には将来の協力はないとコミットメントする。これにより
助け合うことの方が利己的な行動より利得を高めることが可能になり、1 回のゲームで
は成し得なかった協力を続けることができる。  
特に医療の現場では個々の治療や接遇には個別性が高く不確実性が多いため従業員
が不測の事態に直面することは日常茶飯事である。また本論文で述べているように専
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門分野の集団である病院組織の複雑性から、従業員にとってどの戦略が協調的戦略か
現場レベルではわからないことがある。  
つまり現場では、ある事態が従業員にとって経営者に「受け入れられる」か「断ら
れる」かを判断し、その行動を予測することは事前に予想することは困難である。し
かし、実際に事態が経過し、行動が生じてから事後に「受け入れられた」かどうかを
判断する拠り所になるのが企業文化の協調機能である。  
図４では経営者と医師の例として、経営者が医師に時間外の救急患者を依頼する状
況を示す。利得を(経営者、医師)の順に表記すると、まず経営者が時間外の救急対応を
医師に依頼しない場合、経営者の利得は－５であり、医師の利得は０である。一方、
経営者が依頼する時間外の救急対応を医師が応えるならば経営者の利得は高く 10 であ
り、医師の利得は５となる。しかし、図４のような 1 回限りのトラストゲームでは経
営者の依頼は医師にとって裏切る利得の方が 15 と高いため、時間外の救急患者の依頼
は断られる結果になる。  
そこで、仮に医師が裏切らない限り経営者は依頼するという評判、例えば「患者中
心の医療を優先する」という企業文化があれば、たとえ医師にとって時間外の労働は
余計な負担であっても、経営者にとって医師が依頼を受けるだろうと予想することが
できる。その結果、1 回のゲームでは叶えられなかった両者の利得の合計が最大化され
るという目的が達成できる。  
 
図４ 経営者と医師のトラストゲーム  
経営者と医師のトラストゲーム
「時間外の緊急対応」
経営者
医師
診察を依頼
依頼しない
応える
裏切る
(－５、０)
(－５、１５)
(１０、５)
経営者が医師に時間外の診療を依頼する。しかし、
医師にとって余計な時間外の仕事をしない方が利得
が高いため経営者の依頼を断る。
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病院組織では不測の事態は日々現場で発生し、経営者が時間外診療のたびに医師に
指示を出すことはお互い労力を要する。しかし、このような事態は医療の不確実性と
いう点から事前の契約による協力関係には限界がある。仮にそれらを完璧にマニュア
ル化するとしたら、かなり複雑でそれを作り上げるための時間や費用といったコスト
が非常にかかるため現実的ではない。時間外の診療(不測の事態)において医師が診療す
る(裏切らない)ならば、経営者は医師を信頼するという評判が形成されれば、「診療す
る」という予想を共有することができる。このような状況の中で、企業文化は経営者
が事後に正しい行動であったか、医師が依頼に答えていたかを判断する指針として存
在する。  
 
そこで、経営者が医師の行動を予測する場合、過去に医師がどのように行動するか
を調べることは理にかなっている。つまり医師を信頼できるという評判は経営者にと
って医師がとる行動を予想するために役立つ。  
図５では経営者と医師の長期関係が成立する条件を示す。利得を(経営者、医師)の順
に表記し、V、G、L がともに正の値という前提でトラストゲームを組んだ。経営者が
信頼しなければ、取引が成立しないため両者の利得は(０、０)となる。経営者が医師を
信頼して、それに応えるのであれば両者に(V、V)の利得が得られる。しかし、医師が
裏切る場合には追加利得として G が 1 回だけ与えられるという誘惑がある。一方、経
営者は L の損失が生じることになる。  
このように 2 人のプレーヤーが 1 回限りのトラストゲームではなく、信頼を築き繰
り返すための条件は医師の長期的な利得の合計が短期的利得よりも上回らなければな
らない。  
 
図５ 経営者と医師の長期関係が成立する条件  
 
経営者と医師の長期関係が成立する条件
経営者
医師
信頼する
信頼しない
応える
裏切る
(０、０)
(－L、V+G)
(V、V)
医師が裏切らないかぎり経営者は信頼するとうい評判が形成されれば、このゲーム
が繰り返される長期関係が成り立つ可能性がある。
つまり、医師の裏切りがあれば経営者からの評判がなくなり、今後「信頼しない」
となる予想を両者が共有できることが企業文化の協調の役割である。
これが成り立つためには逸脱の短期利得より長期的利得が上回る条件が必要である。
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経営者と医師の長期の協力関係が成立する場合、ゲーム理論では同じゲームが無限
に繰り返される状況を想定する。この長期の協力関係はお互いがトリガー戦略に従う
ことを前提にしている。トリガー戦略とは相手が前回まで信頼に応えていたら応える
として、一度でも裏切りがあれば、それが引き金となりそれ以降は応えないという戦
略である。つまり図 5 では、この戦略を経営者と医師がお互いに取ると長期関係が成
立する。  
ここで医師の目的は長期的な利得の合計の最大化である。長期の関係で利得を考え
る場合、将来の利得は現在の価値より割り引かれ、その割引因子をδ(ただし０＜δ＜
１)とすると、最初の利得は V になり 1 回後のゲームでは医師の利得はδV、2 回後は
δ2V となる。それらを無限に足し合わせた割引現在価値の合計が、医師の長期関係で
得られる利得となる。つまり医師の利得合計は  
 
V+δV＋δ²V+δ³V＋・・・＝(１/１－δ)×V 
 
δ が大きい、つまり将来に対する価値が高い関係では、裏切りによる一時的な利益 G
より長期的な利得の最大化を達成できる。経営者は医師が信頼できるという評判があ
る限り医師を信頼するが、医師が信頼できないという評判であれば医師を裏切るとい
う戦略のとき、経営者が信頼し医師が応えるという信頼関係が継続する条件は  
 
(長期の利得の合計)＞(裏切りで得られる短期の利得) 
(１/１－δ)×V＞V+G 
⇔G＜(δ/１－δ)×V 
 
が成立する場合は、経営者と医師が信頼関係を継続する条件が成立しうる。  
 
 病院組織に限らず企業は継続的に事業を行わなければならないが、特に病院は健康
を守る機関として社会的な使命は大きい。それゆえに患者中心の医療を継続するとい
った普遍的な長期関係を重視する企業文化は重要になる。本章において繰り返しゲー
ムによる理論から推測すると、病院の長期を重視する企業文化が機能しているという
ことはδが大きく、G が小さいことを意味している。もしくは企業文化がδを大きく
して経営者に対する医師の将来への価値を高め、裏切りによる一時追加利得の G を下
げることにより長期の関係が成立する効果があるとも言える。  
経営者と医師の時間外対応の例では、お互いのコミュニケーションがとれていて医
療に対する将来のビジョンや志が一致している、つまり企業文化の役割のひとつであ
る「同質性」が強ければδが大きくなる。また医師と経営者が患者中心の医療を実行
するという価値観を共有することは、医師が経営者の信頼に応える意味を理解し、医
師が裏切る(時間外の対応をしない)場合の経営者からの罰則、例えば経営者がその医師
の診療科の医療機器の購入を控えることや、役職を与えないといった罰則を明確にす
ることが G を小さくすることになる。このような条件が満たされる場合に、経営者と
医師の長期関係が継続し得る。  
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医療の現場では患者の疾患や個性は様々であり、医療従事者の対応は多様性に富む。
また、ときには予測できない緊急対応など医療には多くの不確実性がある。このよう
な環境において、現場の行動をひとつひとつマニュアル化することや、監視すること
は不可能である。その中で企業文化は経営者と従業員の長期的な関係による評判をも
とに、何が正しい行動か、これから何をすべきかを示す行動指針の役割を持つ。  
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６．結論 
  
本論文では企業文化が病院組織という複雑な組織においても重要な役割を持つこと
を述べた。日本の医療は少子高齢化社会による大きな人口動態の変化に必ずしも対応
できておらず、限られた医療資源の最適な配分に対して明確な答えが出せていない。
また医療技術の進歩から、さらに医療は細分化され専門性が高くなり、病院組織のな
かでも各々の専門分野が増えたことで、部署間のコミュニケーションがとりにくい環
境になってきた。このように医療をとりまく環境も多くの業界同様大きく変化して、
将来への不確実性が増している。しかし、医療は人々にとって基本的なニーズであり、
継続的な医療を提供するために病院経営も環境に合わせながら変化していかなければ
ならない。  
かつての病院経営は非営利組織として収益に疎い経営が行われていた。しかし、近
年の経営の考え方として病院経営も営利組織との共通点も多く、日本の病院経営も明
確な戦略を打ち出し、差別化することで継続的な収益を出していかなければならない。
さらに病院経営を理解するうえで、病院組織の特徴としてプロフェッショナルの集団
であるため組織に対して帰属意識が低く、部門間を束ねて集権化しにくい環境にある。
それゆえに、組織としての一体感を持つことや経営理念の浸透に難渋する場面がある。
また医療の現場では患者に対して個別性が高いため診療などの意思決定が非常に複雑
である。これらをひとつひとつマニュアル化することは時間や調整にコストがかかる
ため現実的ではない。それゆえに病院組織は設備や優秀な人材を揃えるだけでなく、
患者との接点である現場の従業員が自発性を持つ必要がある。  
 
そのような医療現場のなかで、従業員のひとりひとりが企業文化を理解することで、
集権化した組織を作り上げ、様々なコストをかけてマニュアルを徹底化するよりも、
病院組織の一体感と従業員の自発性を生み出すことができると考えた。病院組織にお
ける企業文化の役割を①同質性の役割②慣習としての役割(調整の機能)③不測の事態
に対する判断の役割(協調の機能)という点から理解を深めた。特に経済学的な理論分析
として複数のナッシュ均衡が存在する場合の調整の役割と、長期関係による評判形成
によって不測の事態に対してお互いの行動を予測する協調の役割を医療の現場を例に
説明した。  
もちろん、企業文化における共通の価値観を作り上げる同質性の役割は、今日の変
化の激しい環境において重要とされる多様性を失う可能性があり、このトレードオフ
をどのように解決するか考慮する必要はある。しかし、そのような課題があったとし
ても、病院が継続的な社会貢献を続けるために、制度を整えるだけでなく企業文化を
通じて経営者と従業員の価値観を共有した組織を作ることは優先される。優れた企業
文化により従業員に自発性が備わるならば、現場で各々が自分の力で考え、解決する
能力を身に着けられることは人材育成や病院組織の中長期の成長にもつながる。病院
組織が重要な戦略のひとつとして優れた企業文化を作り上げることができれば、今日
の変化の激しい環境においても地域に求められる病院として生き残ることができるだ
ろう。  
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